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・ＷＯＲＤと Proofing Tools とを使った英作文
・インターネットの翻訳ソフトの利用
・マルチメディアを使った初級英会話
・独りで行く海外研究のための英語
・その他
　商学英語入門Ⅱ（ボキャブラリー）
　いきなり商学に必要な英語を学ばせるよりも、自信が持てる英語を身に付けさせたい。そこで、
学生の個人別の興味に合った資料を学生が探し出す。野球のルールブックでも、料理のレシピーで
も、英会話のセンテンス集でも、何でもよい。その教材のレベルは学生に選択させる。また、イン
ターネットを利用して自分用の教材を探させることは好ましい。その資料に出てくる英単語やイ
ディオムを頭から丸ごと暗記する。
　商学英語入門Ⅲ（発音）
　英語らしい母音の発音、英語らしいセンテンスのリズムとイントネーション、をマスターさせる。
使用教材は、正しく発音出来たか否かを判定する機能を有するＣＤ－ＲＯＭ12とする。当然のこと
ながら、トレーニングは自宅でおこなわせる。パソコンを持っていない学生にはＰＣ室を使わせる。
　商学英語入門Ⅳ（リスニング）
　ＮＨＫ夜７時の副音声ニュースで、概要の一部が理解できるような力を付けることを最終的な到
達目標とする。この場合は、英語構成、単語、留意点、などを教え込み、毎日、自宅でトレーニン
グさせる。ニュース以外に使用する教材としては多くのＣＤ－ＲＯＭ13がある。学生の好きな領域
の教材を使うことが肝要である。なお、カセットテープやビデオテープの教材は多く市販されてい
るが、これらはＣＤ－ＲＯＭと違って対話機能が無いので使う予定は一切無い。
　商学英語入門Ⅴ、Ⅵ（ネイティブ・コミュニケーション）
　ネイティブ非常勤講師のビジネス領域に関する日本語と英語の講義を聞き、受講生はメモを作り、
翌週までにレポートを作成する。翌週は、最初に前回の講義の概要に関して説明する。学生はそれ
を聞いて、１週間かけて作成してきたレポートに加筆修正して提出する。
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　商学英語入門Ⅶ、Ⅷ、Ⅸ、Ⅹ（海外研究入門）
　海外での研究や留学を促進させるための科目である。この科目では海外研究に関する情報やノウ
ハウの提供だけでなく、実際のＴＯＥＦＬのスコアを挙げるためのコツも伝授する。授業で教わっ
た情報を利用して自宅では、ＴＯＥＦＬの受験テキストやＣＤ－ＲＯＭ14を使ってトレーニングを
する。なお、英検やＴＯＥＩＣ15は採り上げない16。
　学生が自分の学力を正確に把握して、より高いレベル目指して勉学するためには、中間目標を多
く設定することが必要だろう。そこで、目標を４つに分割して分割された目標毎に科目を設置した。
Ⅶ　ＴＯＥＦＬ380レベルで合格　　呼び水的な科目である
Ⅷ　ＴＯＥＦＬ420レベルで合格　　多少の努力で３割程度の学生は取得できる
Ⅸ　ＴＯＥＦＬ450レベルで合格　　420レベルの学生の次ステップとする
Ⅹ　ＴＯＥＦＬ480レベルで合格　　留学を目的としている学生がトライする
　尚、当然のことながら、留学するためには、ＴＯＥＦＬで500～550は必要と言われている。
　しかし「ＴＯＥＦＬで500以上でなければ留学させない」、というのでは、一般の学生が留学する
のは困難である。そこで経営学部では、ＴＯＥＦＬのスコアと無関係に、まず留学させて、留学先
で英語の能力を付けさせる方式を検討している。その一部が後述のオフキャンパス科目である。
　(2) 商学インターネット英語グループ
　商学インターネット英語Ⅰ、Ⅱ（ 商学資料多読）
　この科目の目的は、比較的に簡単な英語の資料を大量に読みこなすことである。効果を担保する
ためには、学生が興味や関心を持っている領域で、単語やコンテンツさえ知っていれば簡単に理解
できる教材が必要となる。そのためには、インターネットのホームページを教材に使うことが望ま
しい。
　インターネットで学生が探し出した教材、おおむね30頁の対訳本を作らせる。ⅠとⅡとを履修す
れば、全体で60頁の対訳資料となる。これに、20頁程度の日本語でのコンテンツに関するレポート
が付けられれば、１年間で80頁の作品を作り上げることができる。ハードカバー製本をする。
　商学インターネット英語Ⅲ、Ⅳ（マルチリンガル）
　英語で学ぶ外国語の科目である。マルチリンガルは世界の主流であり、１年間で多言語（当面は、
ラテン語、フランス語、イタリア語、スペイン語、ポルトガル語、等）の基礎を修得する。なお、
アジア系の言語が必要な場合には、同様な科目を設置する。
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　商学インターネット英語Ⅴ、Ⅵ（インターネット英語）
　これからの社会人には不可欠な技能である、海外ＨＰの閲覧、英語での E-mail の書き方、その
他、英語でのインターネット利用に関する基礎的な技術を教授する。インテリジェント教室を利用
して講義し、実習は各自が自宅でする。
　(3) 商学英語実習グループ
　このグループの科目は、小人数教育である。ツールとしての英語を学ぶのではなく、実際に英語
を使った商学の勉学を進めることがこれらの科目の目的となる。これらの科目を履修するためには、
商学のコンテンツを持っていることが不可欠である。
　商学英語実習Ⅰ（海外情報探索技法）
　個々の学生の研究を支援する。インターネットを利用して、研究に必要な海外情報を探し出し、
論文の中で活用する方法を教授する。とりわけ、ゼミを履修している学生は卒業論文に関するデー
タの収集を、そうでない学生はコースの勉学に関するデータの収集をするように指導する。した
がって、この科目を履修するのと併行して、もしくは事前に、日本語での研究成果を作り出すこと
が必要になる。
　商学英語実習Ⅱ（英語によるプレゼンテーション）
　研究した内容を英語で報告することを目的とする。最初に、英語ワープロ（日本語ワープロにそ
の機能は盛り込まれている）、翻訳ソフト、英語チェックソフト（たとえば、Proofing Tools）、な
どを利用して、報告のフルペーパーを作成する。ついで、そのフルペーパーから重要な部分を抜き
出し、パワーポイント、などを利用して、ＯＨＰなどのプレゼンテーション資料を作成する。ここ
で作成された作品は卒業論文の一部となるのが望ましい。
　(4) オフキャンパス科目（朝霞、白山、いずれでも履修できる）
　海外商学研究グループ
　このグループの科目はオフキャンパスである。したがって、オリエンテーションを除くと、毎週
の講義はない。
　海外商学研究Ⅰ、Ⅱ（短期滞在）
　10日以上の滞在で海外視察を行い、一定の水準以上のリサーチレポートを作成した場合単位を認
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定する。
　海外商学研究Ⅲ、Ⅳ（長期滞在）
　30日以上の滞在で海外視察を行い、一定の水準以上のリサーチレポートを作成した場合単位を認
定する。
　海外商学研究Ⅴ、Ⅵ（海外語学セミナー）
　国際交流センターが主催する英語セミナーで参加して一定の成果を収めた時に単位を認定する。
４　Ｑ＆Ａ
　ここでは、商学英語のカリキュラム企画および導入に際して、商学科教員、語学教員、その他の
多くの人から質問されたＦＡＱを示し、それらのＦＡＱに対する回答を記載する。
(1) 語学教員への影響
Ｑ：　語学の先生は、楽しく教育に従事できるようになりますか？
Ａ：　科目毎の内容が明らかにされ（単位制）、基礎的な知識の伝授は大人数教育に任され、学生
はホームワークにいそしみ、高度な教育は小人数教育になります。
Ｑ：　科目の内容とか教育の方法までこと細かく指示するのでは、担当する教員の反発があり、実
現はむずかしいのではありませんか？
Ａ：　この企画書よりも効果的な方法があれば、当然のことながらそちらの方法を採用すべきです。
でも、多分英語教員の中からは、出てこないと思います。なぜなら、このカリキュラムは英語
ではなく、英語を使って学ぶ商学だから。英語の教員で、こうした方式に賛同する方は、ぜひ
担当していただきたい。もし、皆無の場合は、商学領域から新しい人材を探し集めます。
Ｑ：　これらの科目を担当する教員の資格審査はどこになりますか？
Ａ：　商学の専門科目ですから、当然のことながら、商学を担当している組織、経営学部とならざ
るを得ません。
　(2) 改革の方式
Ｑ：　数年をかけて改善した方が良いと思います。少し急ぎすぎではありませんか？
Ａ：　カリキュラム改善は、多くても原則として４年に１回です。ですから、数回に分けて改善す
ると10年や20年はすぐたってしまいます。教養課程が廃止されるこの機会が良いチャンスです。
Ｑ：　商学科としての専門科目のミッションステートメントを作り、その原理にしたがって、英語
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の目標を示し、その目標を達成するためのプログラム体系としてカリキュラムを設定すべきで
はないでしょうか？
Ａ：　そのとおりです。グローバル社会に通用する人材の養成では、専門領域だけでもよいから、
専門文献を読む力が不可欠です。また、英語の力は留学させなければ付きにくいので、まずは
留学するための最低限の力を付けさせたい。大学の科目らしく、学年制とクラス制とを廃止し
て、商学を学ぶために必要な英語技能に対応した単位制の科目の設定。と、一応は設計思想に
基づいて科目とその内容を設定したつもりです。
　(3) カリキュラムの性格
Ｑ：　こんなに細分化した科目は必要なのですか？
Ａ：　商学科のこれまでの英語教育カリキュラムは朝霞だけで、通年ベースで最低でも、300人（1
学年在籍数）÷50（１クラスの人数）×４（必修科目数）＝24クラスとなる。この商学英語の
朝霞のオフキャンパス科目を除く科目数は半期科目で18科目であり、通年では９科目でしかな
い。それぞれの科目は原則として１クラスなので、クラス数は９となり、63％ものクラス数削
減となっている。
Ｑ：　全体的に、学生の学力水準を無視して、難しすぎるのではありませんか？
Ａ：　単位取得が容易な科目から、教育内容が高度なものまで、学生の指向を考慮して多様なメ
ニューを揃えています。朝霞での開講科目では、学生が勉強しなければ単位の修得は難しいの
であって、学生の潜在的な能力を超える物ではありません。その証拠はいくらでも提示できま
す。問題は授業にも出席せず、宿題もせず、ホームワークもせず、期末試験の前にも勉強しな
いような学生に単位を提供するような教育がこれまで続いていたことです。
Ｑ：　再履修コースが無いのですか？
Ａ：　再履修コースがあることが問題です。学部の専門科目には再履修コースといった概念は全く
ありません。海外の大学にも無いと思います。東洋大学の英語教育の方式そのものが、学生に
媚びしていると思われてもしょうがない再履修コースを設けていることが大きな問題と思われ
ます。単位が修得できなかったら、その科目をあきらめるか、再度挑戦すればよいだけのこと
です。すべての科目は半年単位になっているので、単位が修得できなかったときの損失は、こ
れまでの半分で済み、敗者復活を重視した良い制度であると思っています。
Ｑ：　マルチリンガルは必要なのですか？
Ａ：　ヨーロッパに行けば、母国語に加えて英語が出来るのは当たり前。ビジネスマンや経営者は
４～５カ国語を理解もしくは使えて当たり前と言われています。シンガポールでも、英語、中
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国語、マレー語の３カ国語を使い分ける人は非常に多い（日本経済新聞に連載されたシンガ
ポールの元首相のリー・クアンユー「私の履歴書」を参照ください）。スイスは、独仏伊が公
用語になっており、これに加えて、英が普及している。多言語の基礎を教えておくだけで、将
来非常に役に立つと思われます。
Ｑ：　英語すらできないのにバイリンガルとかマルチリンガルというのはおかしいのでは？
Ａ：　そんなことはありません。英語はだめでもフランス語は良い、といった人も大勢います。日
本語の上に英語が、その上にフランス語が、といった階層構造を絶対視することが根本的な間
違えです。日本語も英語もフランス語も「語」が付いていますが、全く別物なのです。とはい
え、英語の知識はフランス語に転用できますし、その逆も真であります。言語間にはシナジー
効果があるのです。基本的には、語学を難しいものと教え込んできたこと、、神聖視すること、
そうしたことが誤りであると思います。
Ｑ： マルチ・リンガルには、中国語は必要でないのですか？
Ａ：　共通総合領域に中国語がありますので、そちらを履修すればよいでしょう。マルチ・リンガ
ルで中国語を取り入れるとすれば、アジア系のマルチリンガルコースの設定が必要となるで
しょう。
Ｑ： 商学と言う実学の狭い領域の英語能力を身につけるだけでなく、より広い高い教養のために、
文学作品などを読む機会を提供すべき出ないでしょうか？
Ａ：　そのとおりだと思います。そうした科目は共通総合科目に潤沢にありますので、そちらの科
目をとる事ができます。商学科の専門科目としては、文学作品を読み教養を身につける科目の
設置は必要ないと思います。
　(4) 教育の効果
Ｑ：　半年のＴＯＥＦＬ科目で本当に良いスコアーを得ることが出来るのですか？
Ａ：　講義だけでは、できません。ＴＯＥＦＬ学習のポイントは、教員による学習ノウハウの教授、
毎日一定時間のトレーニング、そして、１－２ヶ月はＴＯＥＦＬ専門学校での基礎的訓練、と
言われています。大学の講義では、動機づけが最も重要である考えられます。そのために、入
門コースではＴＯＥＦＬ380点を合格ラインとしています。
Ｑ：　やる気の無い学生に教えるのだから、効率は低く効果が出ないのではないだろうか。だから、
必修にせずに、自由選択にすればよいのではないか？
Ａ：　やる気をなくさせているのは、語学だけでなく専門科目も含め、これまでの教育の方式であ
ると私たちは反省しています。ですから、教育の内容を学生のニーズに合わせることから改善
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していきます。その結果が、この商学英語のカリキュラムなのです。国際化する社会の中で、
実用的な英語を使う力は不可欠です。したがって、このカリキュラムでは、英語力ではなく英
語を活用する力が身につくよう、期待しています。
Ｑ：　日本語自体のレベルが低い学生に対して、高度な英語教育を提供しても無理があるのではな
いでしょうか？
Ａ：　そうした考え方が日本の英語教育をだめにしてきたのです。「日本語すら満足にできない学
生が英語をマスターすることは難しい」と主張して、自らの努力放棄を棚に上げて、責任を転
嫁してきた傾向があります。英語の教え方が悪いので、英語が身につかないのです。ヨーロッ
パでは大学を出ていない人も多言語を使い分けているのが普通です。
Ｑ：　多読といっても、その中身を正確に理解できなければしょうがないのではありませんか？
Ａ：　建前的にはそうですが、その建前にこだわっている限り、英語教育は進展しないと思います。
具体的な例を挙げましょう。私たちはテレビを見ていて、日本語の番組だと完全に理解してい
ると思い込んでいます。しかしながら、テレビから出てくる日本語をオオム返しした場合、で
きないことが非常に多く発生します。でも、わからなくても、全体の雰囲気で理解はできます。
Ｑ：　そのようにレベルの低い教育を考えているのですか？
Ａ：　このように、レベルの低い教育でも必要性はあります。このレベルに達していない学生も多
いのですから。そして、何とか最低限の英語力をつけようと努力する学生も多いのです。その
ことを認識ください。そのうえで、多読の必要性を説明します。
　　　ここに、100本の論文があります。この論文を１週間で読んでください。普通の学生にとっ
てこれはできるでしょうか。できるわけはありません。しかし、論文を読むこと自体が重要な
のではなく、論文の中身を理解することが重要なのです。たぶん、この100本の論文の中で、
学生にとって必要な情報が書いてある論文は数本でしょう。すると、サマリーとか結論さらに、
見出しとか図表をみてこの論文が必要かどうかを判断することができます。これだけで、半分
以上の論文は不必要と判断できます。こうした方法も多読のノウハウだと思います。その他、
非常に多くのノウハウが多くの書籍で提案されています。
Ｑ：　ほとんどの学生は３年次のゼミで英語の資料を読ませても、全然できない。そうした学生に
対してこのカリキュラムはあまりにも高度すぎないか？
Ａ：　これまでの英語教育が間違っていたのであり、それを改善するのがこのカリキュラムです。
　(5) 実現可能性（フィージビリティー）
Ｑ：　商学科には英語教員が居ないのに、教育は出来るのですか？
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Ａ：　オフキャンパス科目を除いた商学英語の科目数は32です。この中には旧来の商学科の専門科
目も10科目含まれていますので、実質的には旧来の英語科目は22コースです。通年ベースでは
11コースとなります。専任教員のもちコマは６コマですから、すべてを専任でまかなうとすれ
ば２人もいれば十分です。商学科には１名の英語教員が分属されますので、非常勤は３名もい
れば十分です。ですから、教員の手配に関しては全く問題は発生しません。
Ｑ：　制度的に出来るのか？
Ａ：　文部省の指導要綱に反しているところはないと思います。
　　教室の割当に関しては、全体としてコマ数が減るのであるから、問題は少ない。
　　教員の手配に関しては、学部教員の多くが協力してくれる。
Ｑ：　このようなカリキュラムは実現可能ですか？
Ａ：　商学科で導入を正式に決定しています。あとは学長サイドと法人サイドの問題となります。
学長の基本的な考えは、オフキャンパス教育の充実、ハイテク利用の新しい教育、英語教員の
分属、時代の要請にあった教育サービス、国際化の推進、効果的な教育、等ですから、十分な
バックアップは得られると思います。法人サイドの問題は、施設の有効利用、人件費の増大の
抑制、入学希望者の増大、就職率の向上、などですから、すべての問題をクリアしています。
　しかし、１点だけ大問題が発生しました。平成12年度の予算では、大学の査定では、商学英
語のための教材などの購入費は一銭も認められませんでした。教育のレベルアップが計れると
ともに、毎年、何千万円以上の経費の削減ができる新しい計画に対して、それを実現させるた
めの特別な予算が一切認められなかったのです。しかしながら、商学科では、大学からの特別
な予算がゼロでも商学英語を実施することにしました。学部運営費からわずかながら（100万
円程度）でも予算を振り向けることにしました。さらに、教材を購入しないでも（教育効果は
低下するかもしれないが）実現するための方法を日夜検討し続けています。
（注）
1 商学英語のカリキュラムを開発するために、学部内に「英語ＷＧ」が設置された。メンバーは、金子俊夫教
授（商業史）、太田辰幸教授（貿易論）、宮村健一郎助教授（金融論）、および、論者（流通論）の４名で、い
ずれも英語の教員ではない。論者およびＷＧの各人が原案を提示し、ＷＧのメンバーやその他の教員の意見を
取り入れて、企画書を継続的にバージョンアップした。基本的な企画書の Ver.１は99年１月14日であり、最終
バージョンの Ver.７は99年６月５日である。オフキャンパス科目に関しては、この企画書が完成した後から、
宮村助教授が責任者となり、カリキュラム開発が始まり、年内に完成させた。
2 森　彰「大学における教授法と教育システムの開発(1)～(8)」『経営論集』東洋大学。
その中身は次の通りである。
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(1) 講義の持つ意味
(2) 興味を持って自ら学ぶ
(3) 大人数講義のすすめ
(4) 大人数講義のためのインテリジェント教室
(5) フランスのグランゼコールのカリキュラム
(6) 大学入学時の英語の学力で経営学を学ぶための技能の習得
(7) インターネットでの情報収集を活用した論文の作成手順
(8) インターネットを初修外国語の学習に活用する
3 浦田　誠親「改革期における大学の英語教育を考える」『東洋』第34巻第９号、1997年９月、pp.11－20．
「英語はすべて選択科目とする提案」『東洋』第35巻第12号、1998年12月、pp.26－35。
4 発音一つをとっても、大学の英語教育はほとんど役に立っていないことが理解できる。たとえば、英語には
「ア」の発音が複数ある事は理屈では分かっているが、実際には発音できない。そして、単語を読む時は、音
節を無視したローマ字式の読み方となる。さらに、イントネーションやアクセントでは、音の強弱ではなく音
程の高低となっている。こうしたことは、ほんの少しの指導と、学生の自発的なトレーニングでかなりが直せ
ることである。にも関わらず、教員は教室で学生の発音を矯正するだけで、その後の努力を学生が払うように
はしていない。
5 商学科の学生であれば、簡単な手紙（ビジネスレター）をかいたり、英語でのレポートを作れればいい。
『履修要項』を見る限り、文法を理解する、構文を暗記する、総合的な英語能力を身に付ける、など「経営を
学ぶためのツール」とはまったく関係無い内容となっている。英語の文章を作るトレーニングではなく、英語
の文章を作るための英語のルールを教え込んでいるだけで、１年後に英語の文章が書けることは保証できない
カリキュラムとなっているようだ。商学科の専門教育の立場からするなら、最低限、次のような内容を盛り込
んでもらいたい。
・ワープロのＷＯＲＤや一太郎で英語の文章を作らせる
・それらのワープロソフトの文章校正機能を使う
・作られた作文を Proofing Toolsのような英語のチェックソフトでチェックする
パソコンがあれば、誰でも英文の作成作業はできる。重要なのは、自分の勉学に沿った内容のデータを毎週
毎週英語で書きまくる習慣を身に付けることである。
6 詳しさに関しては、色々な評価の方法があるが、少なくとも、経営実務を経験した、経営に関する論文を著
している、実際の経営をしている、といった視点から評価すべきだろう。一般的な英語力が高い、という条件
だけで商学科の英語教育を担当することには問題がある。
7 最も理解に苦しむのは、単位を落とした学生のために、翌年度に「再履修」学生だけをまとめたクラスを設
置していることである。最初から単位を落とす学生を想定した教育制度を作る意義が全く理解できない。
8 森、前掲資料(6)。
9 「技能的」は、繰り返し練習することにより一定の業が体得できることを意味する。
10現行の英語科目の指導方法と評価方法に関する調査
98年度の講義要項で、現行の英語教育における指導方法と評価方法の傾向を調べ、問題点を明らかにした。
(1) 英語Ⅰ（聴解および発音）　19クラス
①　指導方法　　テープ利用　　10クラス
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　　　　　　　　全員参加型　　５クラス
　　　　　　　　事前割当　　　２クラス
　教員がいるのに、なぜテープを使うのですか？。ＣＤ－ＲＯＭのようなマルチメディアをなぜ使わないので
すか？。全員参加ということは、１人が指導をされているときには、他の49人は遊んでいるはずですが？。１
パラグラフ程度の事前割当では全く教育効果はないのではありませんか？。
②　評価方法
出席を評価要因に入れているクラスは、実に15クラスと大半を占めている。週１回授業に参加することが評価
の要因となるのでしょうか？。出席も重要ですが、出席よりも重要なのは成果を創り出す（例えば、英語が使
えるようになるとか、英語を使ってリサーチレポートを作る、など）ことではないでしょうか。
(2) 英語 XII（読解アドバンス）26クラス（実際は28クラスあるが、講義要項が書かれていないクラスが２つ
もある。これは論外です。）
①　指導方法　　新聞雑誌利用　　　　　　　３クラス
　　　　　　　　テキスト利用　　　　　　　20クラス
　　　　　　　　全員発言、演習、参加型　　10クラス
　　　　　　　　事前割当　　　　　　　　　２クラス
　何で出来合いのテキストを使うクラスがこんなに多いのだろうか？。全員発言は１クラス数名のときのみ有
効な教授法だと思う。これらのクラスは受講生が数人なのだろうか。事前割当がここでも存在している！！。
②　評価方法
　出席重視は実に24クラスであり、ほぼすべてのクラスが出席を評価の要因として考えている。アドバンスク
ラスであれば、実力を評価すべきだと思う。
(3) 経営学部の出席勘案の科目
　語学科目では出席を非常に重視している。では経営学部の専門科目では、出席をどの程度重視しているので
あろうか。経営学部の専門科目で出席を勘案すると明記している科目は全部で36科目ある。経営学部全体の開
講科目は全部で90であるので、出席を勘案する科目は全体の４割でしかない。しかも、出席が学年末の評価に
大きく影響するというのではなく、出席してもらいたいと言う期待が込められた表現であると思われる。
　これに対しては、大人数教育が多いから出席すら採れていない、という反論があるかもしれない。しかしな
がら、教育の基本は出席ではなく、勉学であるので、経営学部でもこの割合はもう少し低い方が良いと、個人
的には考える。経営学部としても、評価の方法に関しては、コース制の導入にあわせて、改善策を検討する必
要がある。
11講義の内容は、講義名に反しない範囲で、担当者が自由に決定するのが一般的だと思う。しかし、商学英語
は初めてのカリキュラムであり、非常勤講師の多くは大学教員でない実務家であるので、『講義要項』の作成
には苦労した。見本となる『講義要項』はない。そこで、非常勤講師に対しては、3時間程度のオリエンテー
ションを行なった。その上で、『講義要項』の原稿作成を依頼したが、作成された内容は、これまでの一般的
な英語教育の内容と変わらなかった。そこで、論者より、修正依頼を講義担当者に出し、再度原稿を提出して
もらった。不十分な場合は、この修正を繰り返した。
12代表的なＣＤ－ＲＯＭとしては、ＡＩソフト社の「Tell Me More」がある。これには、母音と子音の発音、
短文のリズムとイントネーションの発音、などがＣＲＴ上の波形を見ながら試行錯誤できるようになっている。
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13プレイステーション用のＣＤ－ＲＯＭとしては「ＣＩＮＥＭＡ英会話」サクセス社 がある。このソフトに
は、映画鑑賞モード、プログラムレッスン、ロールプレイプラクティス、スクリプトモード、の４つのトレー
ニングモードがあり、早送り・巻き戻し、反復再生、字幕切り替え、辞書、ジャンプ、保存、などのデジタル
諸機能が付いている。
14たとえば、ニュートン社のＶＯＣＡＫＩＮＧシリーズの中の「ＴＯＥＩＣいろは英単語1680」などがある。
15浦田誠親『Noといえる英語力』講談社。
　「ＴＯＥＩＣの場合（ＴＯＥＦＬでも似ているが）、一定の時間の勉学で一定のスコアーに至るといわれて
いる。たとえば、370点から700点になるためには1000時間、と言った具合に。」
　授業時間だけ勉強すれば何とかなるというものではなく、自学自習が不可欠であり、そうした意味では、生
涯学習として自ら学ぶことが要求される大学らしい教育であるとも考えられる。
16英検は日本の国内だけにしか通用しないので、採用しない。ＴＯＥＩＣを採用するのも良いが、留学の場合
はＴＯＥＦＬが重要な役割を果たしている。さらにＴＯＥＦＬで一定のスコアをとっていればＴＯＥＩＣのス
コアーをとる事は比較的に簡単であると言われている。また、国際交流センターで採用しているテストはＴＯ
ＥＦＬである。世界中で実施されているＴＯＥＦＬでの国別の平均スコアーは、最低が北朝鮮朝鮮人民民主主
義共和国、その次が日本であることが多いようである。
〔付記〕平成11年11月オフィスオートメーション学会全国大会で報告した内容をまとめたものである。又、学
部内の各種委員会に提出された多くの資料も使っている。
〔付記２〕本号は、涌田宏昭教授退任記念号である。10年にわたって連載してきた大学教授法に関する検討は、
涌田教授のアドバイスに負うところが大であり、感謝している。
（2000年１月８日受理）
